
新潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新潟市西蒲区空き家バンクに登録した空き家における家財道具等の

搬出、運搬及び処分を行う者に対し、その費用の一部を補助する新潟市西蒲区空き家家

財道具等処分費支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、新潟市補助金

等交付規則（平成１６年新潟市規則第１９号）に定めるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) 空き家バンク 新潟市西蒲区空き家バンク実施要綱に基づく空き家バンクをいう。 

(2) 補助対象空き家 空き家バンクに登録されている物件をいう。 

 

（申請者） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次の各号のいず

れにも該当する者とする。 

(1) 補助対象空き家の所有者等（原則として空き家バンクの登録申請者とする。また、

他に所有者等が存在する場合は、全員の同意を得ている者に限る。）であって、家財道

具の処分に係る権原を有する者であること。 

(2) 市税を完納していること。 

(3) 暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）第２条第２項に

規定する暴力団をいう。以下同じ。）、暴力団員（同条第３号に規定する暴力団員をい

う。以下同じ。）又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する

者でないこと。 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助金交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号に掲

げる事業とする。 

(1) 補助対象空き家の家財道具等の搬出、運搬及び処分（一般廃棄物処理業者（廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第７条第１項又は第６項

の規定による許可を受けた者）に発注して行うものに限る。） 

(2) 前号に附帯する清掃等（事業者等に発注して行うものに限る。） 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業

に係る経費（消費税及び地方消費税相当額を除く。）とする。ただし、市の他の助成事業

の補助金交付を受けている又は受ける予定のものを除く。 

 



（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１に相当する額（千円未満の端数が生じた

場合は、これを切り捨てた額）とし、その上限は２０万円とする。 

２ 補助金の交付は、一の建築物につき１回を限度とする。 

 

（申請者の責務） 

第７条 申請者は、関係法令等を遵守し誠実に補助対象事業を行うとともに、紛争の防止

に努めなければならない。 

 

（補助金の交付申請） 

第８条 申請者は、補助金交付申請書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添付し、市

長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象経費に係る見積書又は金額がわかる書類の写し 

(2) 補助対象空き家の家財道具等の状況がわかる現況写真 

(3) 新潟市制度用納税証明書（申請日前１月以内のもの） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、補助金の交付の決定を受ける前に補助対象事業を実施してはならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第９条 市長は、前条の規定による申請書を受理したときは、当該申請内容の審査及び必

要に応じて現地調査を行い、補助金の交付又は不交付を決定し、その旨を補助金交付（不

交付）決定通知書（別記様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、予算の範囲内において補助金の交付を決定するものとする。 

３ 市長は、補助金の交付を決定する場合において、補助金の交付の目的を達成するため

に必要な条件を付すことができる。 

 

（補助対象事業の変更） 

第１０条 前条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」

という。）は、補助対象事業を変更しようとするときは、補助金変更交付申請書（別記様

式第３号）に、第８条１項各号に定める書類のうち当該変更に係るものを添付し、あら

かじめ市長に提出しなければならない。ただし、補助対象事業の内容を実質的に変更す

るものでなく、その細部を変更するものであって、補助金の額に増額の変更が生じない

ものは、この限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、これを審査し、適当と認め

るときは、補助金変更交付決定通知書（別記様式第４号）により申請者に通知するもの

とする。 

 

（補助対象事業の廃止） 

第１１条 補助事業者は、交付決定を受けた補助対象事業を廃止しようとするときは、速

やかに廃止申請書（様式第５号）により、市長に提出しなければならない。 



２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、これを審査し、適当と認め

るときは、補助金交付決定取消通知書（別記様式第６号）により申請者に通知するもの

とする。 

 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助対象事業の完了後速やかに、補助金実績報告書（別記様式

第７号）に次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象事業に係る契約書の写し 

(2) 補助対象事業に要した費用の支払いが確認できる書類（領収書の写し、銀行の振込

明細書の写し、通帳の写し、その他これらに類するもの） 

(3) 補助対象事業の着手前及び完了後の写真 

(4) その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条の規定による実績報告を受理したときは、当該報告内容の審査及

び必要に応じて現地調査を行い、適当と認めたときは交付決定した額の範囲内において

補助金の額を確定し、補助金確定通知書（別記様式第８号）により補助事業者に通知す

るものとする。 

 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

(2) 補助対象事業を中止し、又は廃止したとき。 

(3) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(4) その他関係法令及びこの要綱の規定に違反したとき。 

２ 前項の規定は、交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるものと

する。 

３ 市長は、第１項の規定による交付決定の取消しをした場合は、補助金交付決定取消通

知書（別記様式第６号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の返還等） 

第１５条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部の取消しを

した場合において、既に補助金が交付されているときは、補助事業者に対し、補助金返

還命令書（様式第９号）により期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

 

（関係書類の整備及び保存） 

第１６条 補助事業者は、補助対象事業における経費の収支を明らかにした書類及び帳簿

を備え、補助金の交付決定日が属する会計年度の翌年度の初日から起算して５年間保存

しなければならない。 



 

（報告又は調査） 

第１７条 市長は、補助金の交付に関し必要と認めるときは、補助事業者に対し、報告を

求め、又は職員に調査させることができる。なお、補助事業者は、当該報告又は調査に

協力するよう努めなければならない。 

 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 （この要綱の失効） 

 ２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。 

 



別記様式第１号（第８条関係） 
年   月   日 

（宛先）新潟市長 
                 （申請者） 

住  所 
〒 
 
 

（ふりがな） 
氏  名 

 

電話番号  
 

新潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金交付申請書 
 

新潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金交付要綱第８条第１項の規定によ

り、次のとおり関係書類を添えて申請します。 
なお、本申請書及び添付書類に記載の事項は事実に相違ありません。 

 

補助対象 
空き家 

所 在 地 新潟市西蒲区 

空き家バンク 
登録年月日 

      年   月   日 

補助対象経費              円 

補助金申請額              円 

補助対象事業の 
着手・完了予定年月日 

（着手）     年   月   日 
（完了）     年   月   日 

他の補助金等の適用 
□ あり（制度名称                 ） 
□ なし 

補助対象要件に 
関する確認事項 

□ 申請内容は要綱に定める各条項に適合します。 
□ 所有者等の全員の同意を得ています。 
□暴力団員又は暴力団等と関係を有する者でありません。 
 また、必要に応じて、市が求める必要書類を提出し、市が警

察に照会することに同意します。 

（添付書類） 
□ 補助対象経費に係る見積書又は金額がわかる書類の写し 
□ 補助対象空き家の家財道具等の状況がわかる現況写真 
□ 新潟市制度用納税証明書（申請日前１月以内のもの） 
□ その他市長が必要と認める書類  



別記様式第２号（第９条関係） 
第     号 

年   月   日 
          様 
 

新潟市長       印 
 

新潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金交付（不交付）決定通知書 
 
      年  月  日付けで申請のあった新潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支

援事業補助金について、次のとおり交付（不交付）を決定したので通知します。 
 
 

記 
 

補助対象 
空き家 

所 在 地 新潟市西蒲区 

空き家バンク 
登録年月日 

      年   月   日 

補助対象経費              円 

交付決定額 
（不交付はその理由） 

             円 

 
（交付条件） 

(1) 補助対象事業の完了後、速やかに補助金実績報告書を提出すること。 

(2) 上記交付決定額は申請段階における見込み金額であり、交付する補助金額について

は交付決定額の範囲内において、実績報告を受けて確定するものとする。 

(3) 補助対象事業を変更しようとする場合は、あらかじめ補助金変更交付申請書を提出

すること。 

(4) 補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき又は遂行が困難となったときは、速

やかに市長に報告してその指示を受けること。 

(5) 上記のほか、要綱の規定に違反しないこと。 

 

  



別記様式第３号（第１０条関係） 

年   月   日 
（宛先）新潟市長 
                 （補助事業者） 

住  所 
〒 
 
 

（ふりがな） 
氏  名 

 

電話番号  
 

新潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金変更交付申請書 

 

      年  月  日付け     第   号の  で交付決定のあった新潟市

西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金について、次のとおり変更したいので、関

係書類を添えて申請します。 

なお、本申請書及び添付書類に記載の事項は事実に相違ありません。 

 

変更の内容 

 
 
 
 

項目 交付決定通知書に記載の額 変更申請額 

変更補助対象経費 円 円 

交付決定額 円  

変更補助金申請額  円 

変更補助対象事業の 
着手・完了予定年月日 

（着手）     年   月   日 
（完了）     年   月   日 

 
（添付書類）※変更に係る書類に限る。 

□ 補助対象経費に係る見積書又は金額がわかる書類の写し 
□ 補助対象空き家の家財道具等の状況がわかる現況写真 
□ その他市長が必要と認める書類 

 

  



別記様式第４号（第１０条関係） 

第     号 
年   月   日 

          様 
 

新潟市長       印 
 

新潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金変更交付決定通知書 
 
      年  月  日付けで申請のあった新潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支

援事業補助金の変更申請について、次のとおり交付決定を変更したので通知します。 
 

記 
 

補助対象 
空き家 

所 在 地 新潟市西蒲区 

空き家バンク 
登録年月日 

      年   月   日 

変更補助対象経費              円 

変更交付決定額              円 

 
（交付条件） 

(1) 補助対象事業の完了後、速やかに補助金実績報告書を提出すること。 

(2) 上記交付決定額は申請段階における見込み金額であり、交付する補助金額について

は交付決定額の範囲内において、実績報告を受けて確定するものとする。 

(3) 補助対象事業を変更しよう場合は、あらかじめ補助金変更交付申請書を提出するこ

と。 

(4) 補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき又は遂行が困難となったときは、速

やかに市長に報告してその指示を受けること。 

(5) 上記のほか、要綱の規定に違反しないこと。 

 

  



別記様式第５号（第１１条関係） 

年   月   日 
（宛先）新潟市長 
                 （補助事業者） 

住  所 
〒 
 
 

（ふりがな） 
氏  名 

 

電話番号  
 

新潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金廃止申請書 

 

      年  月  日付け     第   号の  で交付決定のあった新潟市

西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金について、次のとおり廃止したいので、申

請します。 

 なお、本申請書に記載の事項は事実に相違ありません。 

 

補助対象 
空き家 

所 在 地 新潟市西蒲区 

空き家バンク 
登録年月日 

      年   月   日 

廃止の理由 

 
 
 
 

 
  



別記様式第６号（第１１・１４条関係） 

第     号 
年   月   日 

          様 
 

新潟市長       印 
 

新潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金取消通知書 
 
      年  月  日付け     第   号の  で交付決定した新潟市西蒲

区空き家家財道具等処分費支援事業補助金について、次のとおり交付決定を取り消したの

で通知します。 

 
 

記 
 
 

補助対象 
空き家 

所 在 地 新潟市西蒲区 

空き家バンク 
登録年月日 

      年   月   日 

交付決定額              円 

交付決定取消額              円 

取消の理由 

 
 
 
 
 

 
  



別記様式第７号（第１２条関係） 

年   月   日 
（宛先）新潟市長 
                 （補助事業者） 

住  所 
〒 
 
 

（ふりがな） 
氏  名 

 

電話番号  
 

新潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金実績報告書 

 

      年  月  日付け     第   号の  で交付決定のあった新潟市

西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金について、補助対象事業が完了したので次

のとおり報告します。なお、本報告書及び添付書類に記載の事項は事実に相違ありません。 

 

補助対象 
空き家 

所 在 地 新潟市西蒲区 

空き家バンク 
登録年月日 

      年   月   日 

交付決定額              円 

補助対象事業の 
着手・完了年月日 

（着手）     年   月   日 
（完了）     年   月   日 

 

補助金の交付先 

（振込先） 

金融機関名 
（金融機関名）   （本・支店名） 

 

預金種類・口座番号 

（右詰めで記入） 

□ 普通 

□ 当座 
第        号 

フリガナ  

名 義 人  

※振込先の名義人は、補助事業者と同一としてください。 

（添付書類） 

□ 補助対象事業に係る契約書の写し 

□ 補助対象事業に要した費用の支払いが確認できる書類（領収書等） 

□ 補助対象事業の着手前及び完了後の写真 

□ その他市長が必要と認める書類  



別記様式第８号（第１３条関係） 

第     号 
年   月   日 

          様 
 

新潟市長       印 
 

新潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金確定通知書 
 
      年  月  日付けで実績報告のあった新潟市西蒲区空き家家財道具等処分

費支援事業補助金について、次のとおり確定したので通知します。 
 
 

記 
 
 

補助対象 
空き家 

所 在 地 新潟市西蒲区 

空き家バンク 
登録年月日 

      年   月   日 

交付決定額              円 

補助金確定額              円 

 
 
  



別記様式第９号（第１５条関係） 

第     号 
年   月   日 

          様 
 

新潟市長       印 
 

新潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金返還命令書 
 
      年  月  日付け     第   号の  で交付決定を取り消した新

潟市西蒲区空き家家財道具等処分費支援事業補助金について、次のとおり返還を命じます。 

 
 

記 
 
 

返還額              円 

返還期限     年   月   日 

返還理由 

 
 
 
 
 

 
 
 

 

 


